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我が国 にお いて は，2012 年 7 月か ら再 生可能 エネ ルギ ー 固定価 格買 取制 度 が開

始され ，太陽 光発 電（ Photovo lta i c : PV）シ ステ ムの 導入 量が加 速度 的に 増 加して

いる。経済 産業 省の 統計に よる と 2012 年 7 月から 2015 年 5 月ま での PV シ ステ

ムの導 入量 は，10kW 未満が 約 325 万 kW，10kW 以上 が 約 1 ,684 万 kW と 顕著に

増加し てい る。 特 に 50kW 未満の PV シス テム は， 一 般用電 気工 作物 と して取 り

扱える 出力 範囲 の 拡大等 ，一 連の 規 制緩和 によ り参 入 への障 壁が 非常 に 低くな っ

たため ，今 後も 配 電系統 への PV シ ステム の導 入が ま すます 加速 して い くもの と

思われ る。 しか し ，同一 配電 系統 へ の PV シ ステ ムの 導入量 が増 加す る と，配 電

系 統 に お け る 電 圧 を 適 正 範 囲 （ 101±6V） に 維 持 す る た め ， 晴 天 日 で あ る に も 関

わらず 住宅 用 PV システ ムの 出力 を 制限し ，発 電機 会 損失 （ 以下 ，出 力 抑制） が

発生す ると いう 技 術的課 題の 発生 が 懸念さ れて いる 。  

 そこ で， 本論 文 では上 述し た住 宅 用 PV シ ステ ムの 導入課 題を 解決 す るため ，

住宅側 から の出 力 抑制回 避手 法 を 提 案し， その 有用 性 を検証 する こと を 目的と す

る。具 体的 な出 力抑 制回避 手法 とし て ，「無効 電力 制御 方式 」，「ヒ ート ポン プ給 湯

機を用 いた 有効 電 力制御 方式 」，「 定 置型蓄 電池 と ヒ ー トポン プ給 湯機 を 用いた 有

効電力 制御 方式 」 を提案 する 。提 案 手法に つい ては ， 群馬県 太田 市で 実 施され た

NEDO 事業「 集中 連系型 太陽 光発 電 システ ム実 証研 究 (FY2002-FY2007)」にて実

測され た 553 軒 の 発電・ 負荷 デー タ を用い たシ ミュ レ ーショ ンモ デル を 構築し ，

数値計 算に より そ の妥当 性を 検証 し ている 。以 下に 各 章の概 要に つい て 述べる 。  

 

 第 1 章で は ，「 序論」 とし て， 本 論文に おけ る背 景 と 目的 ，及 び 各 章 構成に つ

いて説 明す る。  

 

 第 2 章 では ，再 生可能 エネ ルギ ー 固定価 格買 取制 度 の 導入 に伴 い実 施 された 配

電系統 に PV シス テムを 大量 導入 す るため の 規 制緩 和 策や PV シス テム の大量 導

入によ り発 生す る 技術的 課題 につ い て説明 する 。ま た ，本論 文に おけ る 主要テ ー

マであ る， 住宅 用 PV シス テム が多 数 台系統 連系 され た 一般配 電系 統に お ける，

逆潮流 によ る電 圧 上昇時 に コ ミュ ニ ティ 全 体を 一つ の 集合体 と見 た場 合 の 電圧 制

御方式 とし て 検 討 する ， 無効 電力 制 御方式 及び 有効 電 力制御 方式 につ い て概説 す

る。無 効電 力制 御 方式は ， 各 住宅 の PV 用パ ワー コン デ ィショ ナを 用い て ，有効

電力制 御方 式は 各 住宅に 導入 され た ヒート ポン プ 給 湯 機若し くは 定置 型 蓄電池 及

びヒー トポ ンプ 給 湯機 の 併用 にて 実 施する もの とし ， これら の提 案手 法 につい て

概説す る。なお，これら の提 案手 法 の効果 につ いて は ，第 3 章か ら第 5 章にて 詳

述する 。さ らに ， 有効電 力制 御方 式 として 用い るヒ ー トポン プ給 湯機 及 び定置 型

蓄電池 の将 来の 予 測導入 量に つ い て 合わせ て説 明す る 。  
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第 3 章では ，同一 配 電線に 住宅 用 PV シ ステム が 多 数台 系 統連系 され た 4 つ のコ

ミュニ ティ（ 住宅 軒数： 900 軒 ,2160 軒 ,1404 軒 ,855 軒 ）に おい て，各 PV システ

ムに搭 載さ れて い る無効 電力 制御 機 能 を用 いた 場 合 の コミュ ニテ ィ 全 体 の PV の

出力抑 制回 避率 を 最大化 しつ つ， 無 効電力 注入 量 の 最 小化， 住宅 間の 無 効電力 注

入量の 均平 化を 目 的と し た各 住宅 の パワー コン ディ シ ョナの 無効 電力 制 御方式 に

ついて 提案 して い る。 パ ワー コン デ ィショ ナに よる 無 効電力 制御 は電 圧 上昇 抑 制

という 観点 では 効 果が認 めら れ て お り，現 状の 市販 品 に実装 され て い る が，従 来

手法で はコ ミュ ニ ティ 全 体の 注入 無 効電力 量の 増加 や ， 各住 宅の 無効 電 力注入 量

にばら つき が生 じ る こと が懸 念さ れ る。そこ で，住宅 用 PV シス テム が多 数 台連系

された 4 つ の一 般 配電系 統に おい て ，PV の出 力抑 制量 の 大きい 系統 末端 に 連系さ

れた住 宅の パワ ー コンデ ィシ ョナ の 力率設 定を 低く し ，配電 用変 電所 近 傍の住 宅

では無 効電 力制 御 を実施 しな い「 無 効電力 注入 量最 小 化方式 」， PV の出 力抑制 量

の大き い系 統末 端 の住宅 のパ ワー コ ンディ ショ ナの 無 効電力 制御 動作 開 始電圧 を

高く設 定し ，配 電 用変電 所近 傍の 住 宅の無 効電 力制 御 動作開 始電 圧を 低 く設定 す

る「無 効電 力量 均 平 化方 式」 を提 案 し，代 表的 な晴 天 日にお いて 提案 手 法の評 価

を行っ た。 また ， 提案手 法及 び 従 来 手法に つい て， 1 か 月間（ 5 月） 運転 を 行い，

コミュ ニテ ィ 全 体 の PV の 出力 抑制 回避率 の最 大化 と 無効電 力量 最小 化 の両立 性

を目的 関数 とし た 際に ，提 案手 法に よ り PV の出力 抑制 回 避率 を 維持 しつ つ 無効電

力注入 量 を 最大約 4%低減可 能で ある こ と ，及 び， コミ ュ ニティ 全体の PV の 出力

抑制回 避率 の最 大 化と 住 宅間 の無 効 電力量 の均 平化 の 両立性 を目 的関 数 とした 際

に，提 案手 法に よ り PV の 出力 抑制 回避率 を維 持し つ つ無効 電力 量の 標 準偏差 を

最大約 80%低 減可 能 である こと を 明 ら かにし てい る。  

 

第 4 章 では ，同 一 配電線 に 住 宅 用 PV シス テム が 多 数 台系統 連系 され た コミュ

ニティ（住 宅軒 数： 1404 軒）に おい て，各 住宅 の ヒ ー トポン プ給 湯機 を 用いた 有

効電力 制御 方式 に ついて 提案 して い る。 ヒ ート ポン プ 給湯機 の消 費電 力 量 が， 晴

天時に 住宅 から 流 出する 逆潮 流電 力 量 より も小 さく な ること ，及び ，系 統 連系（設

置）地 点 の 差に よ り各住 宅の 電圧 上 昇によ る PV の出 力抑制 量に 差が 生 じるこ と

から， ヒー トポ ン プ給湯 機 の 運転 時 間を住 宅毎 に 最 適 化する 必要 があ る 。特に 現

在の再 生可 能エ ネ ルギー 固定 価格 買 取制度 にお いて は ，住宅か らの 余剰（ 逆 潮流）

電力は ，自 家消 費 するよ りも 売電 す る こと によ り コ ス トメリ ット が生 じ るため ，

ヒート ポン プ給 湯 機 の昼 間運 転に よ る不必 要な 逆潮 流 電力量 の低 減， 自 家消費 電

力量の 増加 が発 生 しない よう ，こ れ らの条 件も 踏 ま え たヒー トポ ンプ 給 湯機の 運

転 方 法 を 検 討 す る 必 要 が あ る 。 ま た ， PV シ ス テ ム の 発 電 電 力 量 や 需 要 家 の 負 荷

電力量 及び ヒー ト ポンプ 給湯 機の 消 費電力 量は 季節 に より変 化す るた め ， ヒー ト  
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ポンプ 給 湯 機の 運 転時間 帯の 最適 化 は季節 別に 検討 す る必要 があ る。 そ こで， 住

宅用 PV シ ステ ムが 多数台 系統 連系 さ れた一 般配 電系 統 におい て ，季 節別（ 2 月，

5 月， 8 月， 11 月 ）に代 表 的 な晴 天 日を 1 日選定 し， 同日の 発電 ・負 荷 パタ ー ン

を用い て， コミ ュ ニティ 全体 のヒ ー トポン プ給 湯機 の 昼間運 転に よる PV の出 力

抑制回 避量 と， 低 下する PV の 逆潮 流電力 量や 増加 す る順潮 流電 力量 の 差分を 算

出し ，こ れを PV の 発電電 力量 で規 格 化した 値を PV の 出 力抑制 回避 率と 定 義し，

これを 評価 パラ メ ータと した 各住 宅 の運転 時間 帯に 関 する 評 価を 行っ た 。その 結

果，  PV のピ ーク 時刻の 前後 対称 に ヒート ポン プ給 湯 機 を運 転す る実 運 用を想 定

し た 運 転 方 法 が ， PV の 出 力 抑 制 回 避 を 目 的 と し て 個 々 の 住 宅 の ヒ ー ト ポ ン プ 給

湯 機 の 運 転 時 間 帯 を 調 整 す る 他 の 運 転 方 法 と 比 較 し て ， PV の 出 力 抑 制 回 避 率 が

大きく 変わ らな い ことを 明ら かに し ている 。た だし 実 運用時 は， 選定 し た代表 日

のよう に必 ずし も 晴天 日 が継 続す る わけで はな いた め ，天候 に応 じた ヒ ートポ ン

プ給湯 機 の 運転 方 法が 求 めら れる 。 そこで ， 天 気予 報 と電圧 上昇 によ る PV の出

力抑制 量 の 相関 を 分析し ，こ の分 析 結果を 用い て ， 天 気予報 を用 いた ヒ ートポ ン

プ 給 湯 機 の 運 転 方 法 を 提 案 し ， 従 来 手 法 と 比 較 し て ， PV の 出 力 抑 制 回 避 率 が 最

大約 2%改善 され る ことを 明ら かに し ている 。  

 

 第 5 章 では ，平 成 26 年度 の再 生可 能エネ ルギ ー 固 定 買取価 格制 度 に お ける売

電単価 と電 力 会 社 がオー ル電 化住 宅 を対象 とし て販 売 中の買 電単 価 の 採 用を前 提

とし ，同 一配 電線 に 住宅用 PV シ ステ ム が多数 台系 統連 系 された コミ ュニ テ ィ（住

宅軒数： 1404 軒 ）におけ る ，各 住宅 のヒー トポ ンプ 給 湯機 及 び定 置型 蓄 電池を 用

いた有 効電 力制 御 による 電気 料金 収 益の最 大化 方法 に ついて 提案 して い る。 た だ

し，定 置型 蓄電 池 は， 将 来的 にも PV シス テム やヒ ー トポン プ給 湯機 ほ どの導 入

率の上 昇 が 見込 ま れてい ない ため ， コミュ ニテ ィ 全 体 の定置 型蓄 電池 の 導入率 を

複数設 定し ，導 入 率別の 運転 方法 に ついて 評価 を行 っ た。一 般的 には ， 定置型 蓄

電池と ヒー トポ ン プ給湯 機 は ，深 夜 の安価 な電 力を 用 い た運 用 が 行わ れ るが ， 提

案手法 にお いて は ， 第 4 章と 同様 に 天気予 報に て翌 日 好天が 予想 され る 場合に ，

ヒート ポン プ 給 湯 機は昼 間運 転， 定 置型蓄 電池 は 朝 の 時点で 充電 状態 を 低くす る

こ と に よ り ， PV の 出 力 抑 制 回 避 を 可 能 と す る 。 さ ら に ， 系 統 連 系 地 点 の 差 に よ

り各住 宅で 発生 す る PV の 出力 抑制 量が異 なる ため ， 直近の 晴天 日に 記 録した 充

電状態 等を 制御 パ ラメー タと し た 住 宅毎の 定置 型蓄 電 池， ヒ ート ポン プ 給湯機 の

運転方 法を 提案 し ，従来 手法 と比 較 して， 1 軒平 均の 年間電 気料 金 収 益 が最大 約

2 倍にな るこ とを 明 らかに して いる 。  

 

 第 6 章 は「 結論 」であ り， 本論 文 の成果 につ いて 総 括して いる 。  
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